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厚生労働科学研究費補助金（健やか次世代育成総合研究事業） 

小児死亡事例に関する登録・検証システムの確立に向けた実現可能性に関する研究 

（主任研究者 溝口史剛） 

 

分担研究 周産期死亡の予防可能死を把握するための体制構築に関する研究 

「周産期死亡の予防可能死を把握するための項目を含めた、体制構築に関する研究」 

 

分担研究者 森臨太郎 国立成育医療研究センター政策科学研究部 
研究協力者 森崎菜穂 国立成育医療研究センター社会医学研究部   

 

研究要旨  

本分担班では、我が国の周産期死亡の予防可能死を減らすために、同死亡を把握し、その

死亡の背景を詳細に検討することで、診療面および社会面の両方の側面から対策を講じよ

うとした、各地域における取り組みについて調査を行い、これらの過去の事例における課

題を抽出し、今後全国化に向けて取るべきアプローチの提案を行うことを目的としている。 
平成２９年度は、これから新生児死亡調査を実施しようと考えているＡ自治体におけ

る、事業設立経緯・実施予定体制・現在の課題についての聞き取りを行った。Ａ自治体

での取り組みでは、第一次調査に自治体による基幹統計調査に基づく死亡小票及び死産

票の閲覧による調査を行い、第二次調査では、第一次調査で明らかになった対象症例が

発生した施設に詳細情報についての調査を郵送にて行い、第三次調査としては、自治体

内の複数の施設に属する新生児医療と産科医療に従事する代表者７名により、各症例に

ついて死産・死亡に至った要因分析を行い、要因毎の改善指針を作成する予定である。 

Ａ自治体で行われている取り組みは、死産や NICU 外で起きる早期の死亡までもを対象

に含め、また政府統計を用いて悉皆性を担保しようとしている点で、他自治体の参考に

なる取り組みであると思われる。 

Ａ．研究目的 

新生児医療に接する医療従事者は、他の

科よりも担当患者が死亡するという経験を

重ねやすい。なぜなら、人生で最も死亡率が

高いのは新生児期（生後 28 日未満）である

からである。そして、このような死亡事例に

接する中から、究極の adverse outcome で

ある死亡事例に関して詳細な情報を収集す

ることで、何をどのように改善すれば似た

ような死亡を防ぐことができるのか、とい

う検討がされてきた。 

他の科よりも担当患者が死亡するという

経験を重ねやすい新生児医療では、約４５

年前から、究極の adverse outcome である

死亡事例に関して詳細な情報を収集し、“死

亡症例から学び、未来に生かす”という取

り組みが行われてきた。 

このような取り組みを全国規模に拡大

し、継続するために、どのように制度設計を

すればなるべく労力的にも経済的にも負担
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が少なくかつ有意義に実行することができ

るのか、充分な検討が必要である。 

 平成２８年度は、東京および大阪で行わ

れている事業について、設立経緯・運営の実

態・現在の課題の抽出を行った。 
今年度は、これから新生児死亡調査を実

施しようと考えているＡ自治体における取

り組みについて調査した。 
 

Ｂ．研究方法 

 本研究は、Ａ自治体から事業を委託

されているＢ病院の関係者から、事業設

立経緯・実施予定体制・現在の課題につ

いて聞き取りを行う形で行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査は匿名化が担保される形でインタ

ビューを行った。 

 

Ｃ．研究結果 

自治体における調査の概要は下記の通り

である。 

 

・調査は自治体からＢ病院に委託されて

いる「周産期医療情報システム運営事

業」の一環として行われ、特定の企業や

団体からの資金提供等は一切なく、調査

者に利益相反はない。 

 

・調査が開始された背景としては、「周

産期医療情報システム」において収集さ

れている各周産期センターに入院した児

の死亡症例数報告は人口動態統計での数

値の 50-80％と、収集精度に問題があるこ

とに加え、死産となった症例は把握でき

ておらず、また死産・死亡に至った経緯

が明らかにはなっていないため、自治体

全体として、新生児死亡率低減に対する

具体的かつ継続的な改善活動が確立され

ていない、ということが挙げられた。 

 

・第一次調査にはＡ自治体による基幹統

計調査に基づく死亡小票及び死産票の閲

覧による調査から、過去３年間の死産/死

亡個票データを基に、妊娠 22週以降の死

産症例と、生後 28日以内に死亡した新生

児死亡症例を抽出する予定である。これ

により、死亡・死産事例の第一次データ

ベースを作成予定である。（本調査はＡ

自治体の個人情報保護条例の適用除外と

なり倫理審査を要しなかった。） 

 

・第二次調査では、第一次データベース

に含まれる症例を対象に、症例が発生し

た施設に詳細情報についての死産・新生

児死亡調査票が送付予定である。（調査

票の送信後、6か月後になっても返信がな

い症例は調査対象から除外される予定で

ある。） 

 

・第三次調査としては、自治体内の複数

の施設に属する新生児医療と産科医療に

従事する代表者７名により、各症例につ

いて死産・死亡に至った要因分析を行

う。また、死産・死亡が不可避だったか

どうかを検討し、要因毎の改善指針を作

成する予定である。 

 

Ｄ．考察 

東京や大阪等で行われていた事業とＡ

自治体において予定されている事業との

大きな違いが２点ある。１点目は、一次

調査に死亡票・死産票の閲覧を行うこ

と、そして、２点目は、死産やＮＩＣＵ
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外での死亡を対象に含めたことである。

これらの２点は、いままで行われていた

他事業と比べて、調査の悉皆性を担保で

きるという点が大変重要である。 

Ａ自治体における事業の設立経緯に、

現行システムでの死亡症例収集率が低か

ったという認識が働いたため、このよう

に悉皆性を目指した調査に至ったという

経緯が考えられる。また、新生児医療の

進歩とともに新生児集中治療室入院患者

の死亡率が大幅に低下した現在では 2、医

学的な理由による死亡だけではなく、社

会的な背景まで踏み込んで対策を講じる

必要性が近年認識され始めている。なぜ

なら、死産や NICU 外で起きる早期の死亡

については、社会的な要因が関係する死

亡（なにかしらの理由により、出生時に

蘇生が行われないなど）が多いことが知

られているからである 1。 

今後、他の自治体で周産期死亡の予防

可能死を把握するための体制構築を行う

際は、Ａ自治体のように、新生児集中治

療室入院患者だけではなく、産院や自宅

等で起きている死産や死亡についても検

討対象とした悉皆調査を実施することが

望ましい可能性があり、Ａ自治体での取

り組みは大変参考になると思われる。 

また、今回聞き取り調査から、このよ

うな事業を自治体が行いたいと考えた場

合も、調査担当者が個人情報等のデータ

の管理なども含めた研究運用について、

困っていることが多いことがわかった。

背景には、事業を行ってきておりノウハ

ウが蓄積されている自治体が少ないこと

や、プロトコールやマニュアル等も整備

されていないことが挙げられる。このた

め、新しく自治体が周産期死亡の予防可

能死を把握するための体制構築を行いた

いと考えた場合に有用となるプロトコー

ルやマニュアルの整備が必要であること

が考えられた。 

また、今回の事例においては、Ａ自治

体から依頼を受けていたＢ病院の医療関

係者（新生児科医師）は、愛知県での小

児死亡事例に関する登録・検証システム

を行っている当研究班の沼口班と事業の

実務に関して情報共有を行い、事業計画

に生かすことができたと聞いている。こ

のように、同じような取り組みを検討し

ている自治体の担当者同士が情報交換を

出来る場を提供することも有用であると

思われる。 

 

Ｅ．結論 

Ａ自治体において予定されている事業

が用いる手法は、一次調査に基幹統計調

査を用いることで、社会的な背景が多く

含まれると思われる死産やＮＩＣＵ外で

の死亡をも対象に含め、調査の悉皆性を

担保しようと計画している点で独自性が

あり、近年の周産期死亡の死因を鑑みて

も今後重要になってくると思われる。 

 また、事業を行いたいと自治体が考え

た場合に参考になるような、プロトコー

ルやマニュアル等も整備の必要性、そし

て、同じような取り組みを検討している

自治体の担当者同士が情報交換を出来る

場を提供する必要性も明らかになった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

なし 
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H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

 なし 
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